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本稿は、中小企業の多くがファミリービジネス（FB）である点を踏まえ、ファミリーアン
トレプレナーシップとエフェクチュエーション理論に焦点を当て、中小規模FBが不確実な
環境下で持続的成長を遂げるための柔軟な課題解決方法を提示した。FB研究は学際的に進
められ、長期視点の意思決定や社会情緒的資産（SEW）の重視、伝統と革新の融合が競争
力向上に寄与するとされる。一方、中小企業では経営資源の制約や環境変化による不確実性
が増しており、新たな意思決定アプローチが求められている。

本稿が着目したエフェクチュエーション理論は、不確実な環境下で起業家的に意思決定す
るための方法論であり、「手中の鳥（既存資源活用）」、「許容可能な損失（損失の範囲設定）」、

「レモネード（偶発的状況の活用）」、「クレイジーキルト（柔軟な協働関係構築）」、「飛行機
のパイロット（主体的コントロール）」の5原則を含む。

筆者が行った旅館業の事例研究を通じ、FBとしての旅館業は、社会情緒的資産を保全し
つつ、エフェクチュエーション理論を実践的に活用することで、環境の激変にもかかわらず
持続的な成長を実現しうることが確認された。

最後に、これらの事例研究の成果を踏まえて、中小規模のFBがエフェクチュエーション
理論を効果的に活用するためには、以下の課題があることも指摘した。第一に、従来型の予
測的な意思決定からエフェクチュアルな思考への組織文化の転換が必要であること。第二に、
許容可能な損失を明確かつ組織的に設定し、共有する仕組みが求められること。第三に、外
部パートナーとのネットワークを構築する際には、組織内外における緊密なコミュニケーショ
ンが不可欠であることなどである。

以上を通じて、本稿は日本におけるFBに対して、エフェクチュエーション理論の実践的
応用の可能性を示し、今後さらに同理論の枠組みを具体的な経営戦略として展開するための
基盤を提供するものである。

児 島 幸 治
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国 際 学 部 教 授
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VUCA（変動性、不確実性、複雑性、曖昧性）

が高まる現代において、中小企業は多くの課題

に直面している。一般に中小企業は、大企業と

比べ資金・人材・情報・技術といった経営資源

が限定的であり、市場や環境の急激な変化に

柔軟に対応することが難しい。特に将来の予測

が困難な状況では、中長期的な経営戦略や投

資判断の精度が低下し、短期的な意思決定に

偏りがちになる。また、少子高齢化が進む中、

多様性や創造性を持つ人材が求められるが、中

小企業は人材の採用・育成・定着が難しい。さ

らに、生成AIの急速な普及やデジタルトラン

スフォーメーション（DX）への対応が求めら

れる中、投資余力が乏しく、技術革新やビジネ

スモデルの変革に追随することも困難である。

加えて世界的な紛争や貿易摩擦によるサプライ

チェーンへの影響も深刻で、安定的な調達や販

売も難しい状況にある。

本稿は、このような課題を抱える中小企業が

1　 注2でも示しているように、ファミリービジネス＝中小企業ではなく、上場企業、もしくは大企業の多くも「ファミリービジネス」と定義されることには注
意が必要である。そのため、ここでは中小企業≒ファミリービジネスとしている。また、ファミリービジネス（Family Business）の同義として、同族企業、
同族会社、オーナー企業（会社）、ファミリー企業、Family Firmsといった用語が一般に用いられているが、本稿ではファミリービジネス（略語はFB）
を用いる。

2　 望月（2014）によれば、日本の法人企業数（約257万社，2011年度）の96.9％は同族形態である。さらに、ファミリービジネス白書（2022）によると日本
における上場企業の約5割、そして新規上場企業の70％がファミリービジネスと定義されている。

3　McKinsey & Company（2023）によるFBと非FBの様々な面でのFBと非FBの比較研究によれば、FBの業績は非FBより概ね上回る傾向が示されている。

「エフェクチュエーション理論」に基づく柔軟

で現実的な課題解決方法を採用することの重

要性を主張する。中小企業の大半が創業者や

創業者一族（同族）によるファミリービジネス

（以下「FB」）である
1

ことから、本稿はFB分

野の研究成果を紹介し、特にエフェクチュエー

ション理論の有効性について考察する。

本稿の第一の目的は、中小企業の経営・所有

形態のほとんどが同族企業であるという認識に

基づき、FBに関する先行研究を整理し、FBの

経営特性を理解する理論的枠組みを提示するこ

とである。日本において企業の99％以上は中小

企業であり、その多くがFB形態をとっている
2

。

また、世界的に見てもFBは企業数の約2/3、

GDPの約70％、雇用の約60％、年間60兆～

70兆ドルの売上を生み出している（McKinsey

& Company, 2023）
3

。一方で、中小企業の同族

経営には事業承継問題やガバナンスの欠如、企

業の私物化、公私混同といった課題があるが、

明確な企業理念や長期的視点に基づく経営を行

うことで、その限界を克服し、ファミリービジ
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ネスとしての強みを発揮できる（望月，2014）。

第二の目的は、FB研究における「社会情緒

的資産（SEW）理論」と起業家研究で注目さ

れている「エフェクチュエーション理論」、お

よび両理論を融合した「ファミリーアントレプ

レナーシップ」研究についての概要を提示する

ことである。エフェクチュエーションは、資源

や情報が限定的で予測困難な状況下において

も、手元の資源や人脈を活用し、柔軟かつ迅速

に事業機会を創出するための実践的な理論で

あり、FBの経営行動を説明する枠組みとして

有効である。

第三の目的は、筆者が研究代表者を務める

共同研究（児島 2020，2021，2023a，2023b，

& 2024; 潮・児島 2024）の成果を紹介するこ

とである。この研究では、日本の上場FBと非

FBのガバナンス要素と業績比較を通じ、FBが

非FBより業績が良く、同族所有が企業業績に

正の影響を与えることを明らかにした。また、

非上場のFB経営者へのインタビューやフィー

ルドワークを通じ、「SEW理論」「エフェクチ

ュエーション理論」「ファミリーアントレプレナ

ーシップ」を用いた事例分析を行った。具体的

には旅館業を対象に、各企業の歴史的経緯、

組織的課題、地域経済との関わり、経営改善策、

将来の展望を分析し、企業家的行動の具体例

を示している。

以上を踏まえ、本稿ではFB形態を維持する

中小企業の経営行動と意思決定プロセスにつ

いて考察を進める。第2節ではFB研究の枠組

みを整理し、第3節でエフェクチュエーション

理論を概説する。第4節ではFBにおけるイノ

ベーションとファミリーアントレプレナーシッ

プ研究を紹介し、第5節では旅館業の経営行動

のエフェクチュエーション理論に基づく事例分

析の要点を述べ、最後にFB形態の中小企業の

ファミリーアントレプレナーシップを含む経営

行動の説明にエフェクチュエーション理論が有

効な枠組みであることを主張する。

̎ɽϑΝϛϦʔϏδωε（'#）研究
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本節では、児島（2020）を中心にFB研究の

枠組みを概説する。FBの定義は多岐にわたり、

後藤（2012，pp.5-6）によれば、「非常に幅広い

意味で用いられ」ており、Miller et al.（2007，

pp,832-835，Table 1）は各国のFB研究で28種

類もの定義を確認している。日本ではファミリ

ービジネス学会（2016，p.21）が「創業家の一

族がその企業の所有または経営に携わる企業」

と定義し、入山・山野井（2014，p.26）は、「創

業者またはその一族が経営に関与する企業」と

している。創業一族の関与は主に「同族所有」

と「同族経営」の2形態に分かれる。

世界各国で上場企業に限定してもFB形態を

維持する企業は意外に多い。Faccio and Lang

（2002）はフランス、イタリア、ドイツでは約

60％、Glassop（2009）はオーストラリアでは

67％、Anderson and Reeb（2003）は米国でも

35％の企業がFB形態をとると報告している。

著者らの調査では、1997年～ 2017年の間に日

本で新規上場した企業の約70％がFB形態を維

持しており、言うまでもなくFB形態を維持す

る中小企業の割合はこれらよりはるかに多い。

かつてFBは時代遅れとされ、株式分散と専

門経営者による経営への移行により廃れると考
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えられていた（Berle & Means 1932）
4

。しかし、

実際には非ファミリービジネス（NFB）より長

期的に高い業績を示すことが明らかになり（児

島 2021）、現在でも経済・経営の中心的役割を

担っている。FB研究は1990年代から欧米の経

営学者が積極的に進め、多くのビジネススクー

ルで研究機関が設立された
5

。一方、日本は世

界で最も多くの長寿FBが存在するにもかかわ

らず、最近まで十分な研究がなされていなかっ

た。日本のFB研究は、主に同族支配企業の創

業家と経営陣の対立や不祥事（大塚家具や大

王製紙など）といったネガティブな側面に焦点

が当たりがちであった。世界的な長寿企業（創

業100年以上）52,000社以上の調査によれば、

その9割がFBであることが指摘されている
6

。

さらに、日本は他国と比較しても伝統あるFB

の数が多く、また長寿企業であるFBの数も非

常に多い（玄場2018; ファミリービジネス白書

企画編集委員会編2018; ファミリービジネス学

会2016）。日経BP・周年事業ラボによる調査で

も、2022年発表の世界の長寿企業の国別調査
7

において、日本における創業100年以上の企業

数は37,085社で世界の創業100年以上企業総

数の過半数を占め、200年以上の企業において

は1,388社と世界の200年以上の企業総数の約

2/3が日本企業であることが明らかにされてい

る。上場企業で最も創業が古い企業は松井建

設であり、1586年創業で2025年には、創業

439年となる。このような長寿の日本企業を対

象としたFB研究には大きな意義があると考え

4　Salvato and Aldrich（2012，p.125）およびファミリービジネス学会（2016，p.19）、淺羽＆山野井（2022）を参照。
5　Family Capital社（https://www.famcap.com/about/）の調査結果などを参照。
6　ファミリービジネス白書企画編集委員会編（2022）、および（一社）100年経営研究機構（https://100-keiei.org/））
7　詳しい調査内容は、日経BP社による調査結果（出展：https://consult.nikkeibp.co.jp/shunenjigyo-labo/survey_data/I1-06/）を参照。
8　後藤（2012，pp.15-16）を参照。

られる。

FB研究は極めて学際的である
8

。経営学、法

学、経済学、心理学、ファイナンス、社会学、

会計学、起業論（アントレプレナーシップ）、

中小企業論、家族学などFB研究には多くの隣

接分野が存在している。以下では経済学、ファ

イナンス、経営学を中心にFB研究の枠組みを

整理する。

2�2ɹ'#研究のཧ論త࿮૊Έ

入山・山野井（2014）、矢部・小河（2015）、

ファミリービジネス学会（2016）、ファミリービ

ジネス白書企画編集委員会編（2018）、玄場

（2018）、淺羽・山野井（2022）などが指摘する

ように、日本でも近年、FBに対する注目が高

まっている。FB研究の理論的背景には、経営

者と株主間のエージェンシー問題を扱うエージ

ェンシー理論、企業の競争優位性を資源の観点

から説明する資源ベース理論、非財務的な効用

に着目する社会情緒的資産（SEW）理論があ

る（入山・山野井，2014; 奥村，2015）。一方、

米国の初期の研究（Ward, 1987など）では、

3サークルモデル、PPPモデル、4Cモデルとい

った経営モデルや実態調査が中心だった。

3サークルモデルは、ファミリー、ビジネス、

オーナーシップの3要素からFBを構成し、8つ

の類型に分類する。PPP（パラレル・プラニング・

プロセス）モデルは、階戸（2014，p.120）に

よれば、「ファミリーの価値観に基づくビジョン、

戦略、投資、ガバナンスの5ステップ」で構成
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される。4Cモデルは、欧米のFB事例分析によ

り、Continuity（継続性）、Community（コミ

ュニティ）、Connection（コネクション）、

Command（コマンド）の組み合わせで経営が

行われると説明する。現在では、これらの初期

研究を土台にエージェンシー理論、資源ベース

理論、SEW理論を基盤とした実証的な分析が

活発に行われている。

最近の多くの研究は、FBが非FBよりも優れ

た業 績を示 す（Allouche et al. 2008; Saito

2008; Vieira 2016; Cirillo et al. 2017; Hansen et

al. 2020; Kojima et al. 2020）という結果を報告

している。これは、高い説明責任を持つ専門経

営陣と適切な取締役会に運営される非FBが

FBより優れているという従来の通説を覆すも

のである。

2�2��ɹΤʔδΣϯγʔཧ論

現在の企業では、所有（株主）と経営が分

離されており、経営者は株主（プリンシパル）

の代理人（エージェント）とみなされる。代理

人である経営者は必ずしも株主の利益に沿って

行動するとは限らず、株主と利益相反となる可

能性がある。この問題を一般に「エージェンシ

ー問題」と呼び、株主はさまざまな方法で経営

者の行動を律しようとする
9

。

FBの場合、同族経営・同族所有の形態をと

ることで、NFBと比較してプリンシパルとエー

ジェントの対立が小さいとされるが、同族内で

株式が分散していたり、同族の株式保有割合

が低く同族外株主が多かったりする場合には、

エージェンシー問題が生じる。エージェンシー

9　児島（2016，pp.367-368）を参照。

理論に基づく仮説には、経営者の所有株式割

合が高まるほど対立が小さくなる「利害一致仮

説」と、経営者の任期が長期化し企業内の権

力が強まることで自己利益を追求する「経営者

安住仮説」がある。Anderson and Reeb（2003）

はこれらの仮説を比較検証し、同族所有が一定

割合（約30％）までは業績が向上するが、そ

れを超えると業績が低下すると報告している。

入山・山野井（2014，pp.29-30）も、FBにお

ける同族所有と同族経営がエージェンシー問題

に異なる影響を与える可能性を指摘している。

また、伝統的なエージェンシー理論に行動経

済学のプロスペクト理論を統合した行動エージ

ェンシー理論（Wiseman & Gomez-Mejia 1998）

では、経営者は利益獲得よりも損失回避を優先

する傾向（損失回避バイアス）があり、リスク

回避ではなく、企業の存続や名誉のために高リ

スクを取る場合があると説明している。特に

FBでは金銭的利益よりも社会情緒的資産

（SEW）の維持を重視する傾向がある。

2�2�2ɹݯࢿϕʔεཧ論

（RFTPVSDF�CBTFE�7JFX��R#7）

企業が持続的な競争優位を維持するには、希

少で模倣困難な経営資源が必要であると指摘

し、FBはNFBよりもそのような資源を多く保

有する可能性があるとするのが資源ベース理論

（RBV）である。RBVは、企業の競争優位の源

泉を外部環境ではなく企業内部の資源や能力に

求め、希少で模倣困難な資源を活用することで

持続的な競争優位を得られると主張する

（Barney 1991）。RBVの前提はVRIOフレーム
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ワークで示される。すなわち、①価値（Valuable）：

市場で価値を生み出す、②希少性（Rare）：競

合他社が持たない、③模倣困難性（Imperfectly

Imitable）：他社が容易に模倣できない、④組

織適合性（Organized to Capture Value）：資

源を効果的に活用する組織能力を有することで

ある。RBVは経営戦略研究の基本理論として

広く使われ、特にFB研究では重要な視点を提

供する。例えば、同族企業間の取締役相互派

遣などによる「人脈」や暗黙知の共有が経営資

源となる可能性を示唆する。ただし、これらの

資源には永続性がないため、資源の更新やイノ

ベーション創出が課題となる
10

。

淺羽（2015）によると、RBVを用いてFBが

有する競争優位の源泉は次の4つである。

（1）人的資本（Human Capital）

FBでは経営者の長期的視点や世代を超えて

蓄積された経営ノウハウが競争優位を生み、短

期的利益よりも事業の存続や成長を重視する傾

向がある（Miller et al. 2003）。また、誠実さや

コミットメントが継承者選定で重要視され、長

期的経営の安定性につながる（Chrisman et al.

1998）。

（2）社会資本（Social Capital）

FBは、従業員、取引先、地域社会との長期

的な信頼関係を構築し、強固なネットワークが

競争優位をもたらす（Sirmon & Hitt 2003）。

また、家族の名声を守るため、ステークホルダ

ーとの関係を重視し、倫理的経営を行う傾向が

ある（Carney 2005）。

（3）我慢強い投資（Patient Investment）

FBは、短期的利益を求める株主からの圧力

10　澤田（2018），p.31．

が比較的弱く、長期的な投資を継続できる。不

確実性の高い状況でも設備投資を続けることが

可能であり、市場変動に左右されにくい安定し

た投資戦略をとる（Asaba 2012; Zahra et al.

2004）。

（4）組織文化（Organizational Culture）

FBは強い組織文化を持ち、従業員のロイヤル

ティが高い（Miller & Le Breton-Miller 2005）。

創業者が経営する企業は、長期的な価値創造

を重視する組織文化を持ち、これが競争優位に

つながる（Villalonga & Amit 2006）。

ただしRBV理論には、資源の価値を客観的

に評価しにくい（Barney 1991）、家族内の対立

が資源活用を阻害する可能性（Chrisman et al.,

2005）、世代交代時に経営の一貫性が失われる

リスク（Miller et al. 2003）、業界や市場環境に

よる影響を考慮しにくい（Zahra et al. 2004）

といった課題も指摘されている。

2�2��ɹࣾձ৘ॹత࢈ࢿ（SPDJPFNPUJPOBM�

XFBMUI��SE8）ཧ論

社会情緒的資産（SEW）理論は、FBにおい

て創業一族が金銭的な富以外の「非財務的効用」

を優先して追求する視点に立っている。Gomez-

Mejia et al.（2011，pp.660-661）、Naldi et

al.（2013，p.1344）によれば、このSEWへのこ

だわりがFBとNFBを区別する重要な要素であ

る。近年、FB研究ではSEW理論を基盤とした

研究が増えている（Brigham & Payne 2019）。

プロスペクト理論（Kahneman & Tversky

1979）、行動エージェンシー理論（Wiseman &

Gomez-Mejia 1998）、スチュワードシップ理論
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（Schoorman & Donaldson 1997）など、行動経

済学や経営学理論に依拠したSEWの追求は

FBの行動原理を説明する重要な要素とされる

が、SEWの定量的測定や分析は難しいとも指

摘される
11

。

Berrone et al.（2012）のFIBERモデルでは、

SEWがFBの意思決定に与える影響を次の5要

素として示す：（1）経営意思過程、（2）戦略的

選択、（3）コーポレートガバナンス体制、（4）利

害関係者間の関係、（5）新事業の創業である。

これらは、FBがSEWを保全するための行動に

影響され、企業業績に結果として反映されると

考えられる。Gomez-Mejia et al.（2011，p.654，

p.657 Figure 1）は、SEW保全を重視するFB

が経営者報酬、債務費用、経営者安住仮説、

利他主義、多様化、企業買収、ガバナンス、

CSRといった分野でのNFBと異なる行動の影

響を分析している。Naldi et al.（2013，p.1344）

はこれらを（1）企業経営・所有のコントロール

維持、（2）事業への同族の影響力維持、（3）同

族の社会的評価の維持という3要素に集約して

いる。例えば同族の一員がCEOを務めることで、

これらの目的は達成される。

入山・山野井（2014）は、FB研究で最も研

究が蓄積されているテーマとして、FBと企業

業績の関係を挙げている。FBではファミリー

メンバーが大株主でありつつ経営トップを務め

ることが多く（Hasso and Duncan 2013）、そ

の子孫へ継承を目指す。エージェンシー理論に

基づけば、その過程でファミリーメンバーが機

会主義的な意思決定を行い、会社資産が毀損

される可能性が指摘される。一方、非ファミリ

11　SEWの定量化について考察している研究としては、Hasenzagl et al.（2017）を参照。

ーメンバーが経営するNFBではそうした機会

主義的決定は少なく（Miller & LeBreton-

Miller 2006）、より良い業績が期待される。

̏ɽΤϑΣΫνϡΤʔγϣϯཧ論

エフェクチュエーション（Effectuation）とは、

不確実性が高い状況における意思決定プロセ

スに関する理論である。この概念は経営学者サ

ラス・サラスバシー氏が体系的に提唱し、誰も

が学習可能な起業家メソッドとして評価され、

アントレプレナーシップ研究の新たな潮流とな

っている。『商工金融』2022年2月号の吉田

（2022）「中小企業の市場創造プロセスにおける

エフェクチュエーションの活用」論文の3節「エ

フェクチュエーションとは何か」、4節「エフェ

クチュエーションはどのように実践可能か」お

よび吉田・中村（2023）『エフェクチュエーシ

ョン－優れた起業家が実践する「5つの原則」』

で詳しく解説されているため、本節では簡潔に

概説する。

Sarasvathy（2008; 加護野監訳2015）による

と、優れた起業家はまず自己理解から始める。

自分が誰であるか（who they are）、何を知っ

ているか（what they know）、誰を知っている

か（whom they know）を把握し、迅速に行動

を起こし、他者と積極的に交流（相互作用）を

試みる。何をすべきか（what they ought）に

悩むのではなく、自分ができること（what

they can）に集中し実行する。

そして、優れた起業家が従う5つの原則は次

の通りである。

（1）「手中の鳥」の原則（Birds in hand）：目的
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主導（goal-driven）ではなく手段主導

（means-driven）であり、新しい方法を模

索するのではなく、既存の手段を活かして

新しいものを創出する。

（2）「許容可能な損失」の原則（Affordable

loss）：プロジェクトの期待利益ではなく、

事前に損失の許容範囲を定め、それにコミ

ットする。

（3）「クレイジーキルト」の原則（Crazy-quilt）：

機会コストや緻密な競合分析を行わず、コ

ミットする意思のあるすべての関係者と交

渉する。関与するメンバーが企業の目的を

決めるのであり、その逆ではない。

（4）「レモネード」の原則（Lemonade）：不確

実な状況を避けるのではなく、予期せぬ事

態を逆手にとって活用し、柔軟に対応する。

（5）「飛行機の中のパイロット」の原則（Pilot-in-

the-plane）：不確実な世界で組織や人々に

働きかけることで現在をコントロールし、

未来への舵取りを行い、事業機会創造を推

進する。

これらの原則は、「非予測的コントロール（non

predictive control）」の具体的技法であり、不

確実な状況に対し、「予測を基礎とした戦略

（predictive strategy）」を極力用いないように

する。「エフェクチュエーション」と呼ばれる

この行動論理は、目標を定めてから手段を検討

する「コーゼーション」と対をなす。コーゼー

ションが効果（目標）を設定して手段を考える

プロセスであるのに対し、エフェクチュエーシ

ョンは所与の手段から出発し、「予測に基づか

ない戦略」で新たな目的を創出する。エフェク

チュエーションは通常の手段と目的、予測とコ

ントロールの関係を逆転させるのみならず、「組

織と環境」、「部分と全体」、「主観と客観」、「個

人と社会」といった伝統的な関係性も再編する。

つまり、これらの関係性を意思決定から設計へ

と変化させるのである。

吉田（2022）は、エフェクチュエーションの

実践的活用について、「5つの原則は単独でも

利用可能だが、実際には組み合わせて用いるこ

とが重要であり、原則間の補完的組み合わせで

エフェクチュエーションのサイクルを回すこと

が肝要である」と指摘している。また、経験的

学習のためには、「他者への問いかけのプロセ

ス」が特に重要だとしている。

エフェクチュエーション理論を含む起業家研

究とFB研究を融合する領域は、近年ファミリ

ーアントレプレナーシップ（Randerson et al.

2016; Sarasvathy et al. 2016）として注目され

ている。以下でさらに詳しく述べる。

̐ɽ'#Λର৅ͱͨ͠Πϊϕʔγϣϯɺ
ϑΝϛϦʔΞϯτϨϓϨφʔγο
ϓ研究

「社会情緒的資産（SEW）理論」は、FBと

NFBの経営意思決定の違いを説明する理論で

ある。山田（2020）は、地域を拠点にSEWを

保ちつつ、新機軸の商品開発や事業展開に成功

したFBを研究し、「SEWと企業家活動との関

連性について理論的・実践的示唆を得て、ファ

ミリーアントレプレナーシップを発揮して事業

の存続と地域活性化に取り組む日本各地のFB

にメッセージを送りたい（山田，2020，p.28）」

と述べ、地域活性化における重要性を指摘した。

山田（2020，p.4）はファミリーアントレプレナ
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ーシップを、「FBが長期存続と価値創造を実現

するため、創業者から将来世代に継承される企

業家精神と活動を捉える概念」と定義する。

一方、Randerson et al.（2016）による論文

集に掲載されているBettinelli and Randerson

（2016，p.1）は、ファミリーアントレプレナー

シップの明確な定義はなく、起業家研究とFB

研究の融合が2000年代初期から一般化したと

指摘している。Rogoff and Heck（2003）は、「フ

ァミリーは起業家精神に燃料を投下する存在」

と結論づけ、Habbershon et al.（2010）はファ

ミリーアントレプレナーシップを、「現在・将来

世代のために最大限の富を追求するファミリ

ー、企業、構成員による企業家的ビジョン」と

定義した。Heck et al.（2008，p.324）は、「家

族とビジネスの相互作用現象」とし、Nordqvist

and Melin（2010，p.214）は、「起業家活動を

促進・制約する特徴を持つ組織またはコンテク

スト」、Uhlaner et al.（2012，p.2）は「起業目

的に特化したFBの部分集合」と定義する。

またBettinelli and Randerson（2016，p.2）は、

FBによる起業プロセスを探究する国際的

STEPプロジェクトが2005年に設立され、30

カ国以上、100人以上の研究者が参加している

ことを指摘し、「ファミリー、構成員、FBの起

業家的行動を明らかにする研究分野」をファミ

リーアントレプレナーシップと定義している。

Lumpkin et al.（2010）はFBの起業家的志向

性（entrepreneurial orientation）と長期的志

向の関係を明らかにし、FB研究と企業家研究

を融合した。Randerson et al.（2015）も研究

対象としての重要性を指摘している。

さらに近年、起業家精神（entrepreneurship）

の研究分野として注目されているサラス・サラ

スバシー教授により体系化されたエフェクチュ

エーションとFB研究におけるSEWを融合する

試みもなされている（Sarasvathy et al., 2016）。

Sarasvathy et al.（2016）は、「エフェクチュア

ルSEW（ESEW）」として、FBの意思決定に

関し、（1）知的利他主義、（2）ステークホルダ

ーへの責任ある行動、（3）ステークホルダーと

の信頼関係、（4）ステークホルダーに対するス

チュワードシップの4つの重要性を挙げている。

���ɹSBSBTWBUIZ�FU�BM�（20��）ʹΑΔ'#研

究ʹ͓͚ΔΤϑΣΫνϡΤʔγϣϯͱ

SE8ཧ論の༥߹のࢼΈ

ここでは児島（2023a、2023b）に基づき、

Sarasvathy et al.（2016）によるエフェクチュ

エーションと社会情緒的資産（SEW）理論の

融合について概説する。SarasvathyらはFBの

意思決定を図表�のように分類した。彼女らの

調査によれば、SEWの重要な要素には、ファ

ミリーがメンバーに対し利他的になる可能性

（Schulze et al. 2003; Greenwood, 2003）、地域

社 会 で 高い地 位を得たい 欲 求（Dyer &

Whetten, 2006; Wiklund, 2006）、組織的同一性

欲求（Kepner, 1983; Zellweger et al., 2013）、

影響力の行使と保持能力（Berrone et al., 2010;

Olson et al., 2003）、一族の王国の立ち上げと維

持（Jaffe & Lane, 2004）がある。リスク選好

についての先行研究（Kahneman & Tversky,

1979; Wiseman & Gomez-Mejia, 1998）による

と、個人のリスク選好は潜在的な結果と参照点

の比較に基づく。Gomez-Mejiaら（2007）は、

SEW喪失の危機に直面した場合、ファミリー
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がリスク回避的または受容的になる可能性を指

摘する。一方、FBはベンチャーリスク（代替

的手法や機会探索のリスク）を回避する傾向が

あり（Bowman, 1982; Fiegenbaum & Thomas,

1988）、実証研究でもFBがイノベーションへの

投資を避けることが示されている（Block, 2012;

Munari et al., 2010）。

さらにSarasvathyらは、SEWのような非財

務的指標が一般的な起業家にも重要な業績指

標であると指摘する。Gimeno et al.（1997）は、

経営者が経済的利益以外の動機で業績不振の

企業を継続する場合があることを示している。

他の研究も、起業家が新規事業開始時に金銭

的報酬以外の要素で動機づけられることを示し

て い る（Amit et al., 2001; Baum & Locke,

2004; Gabrielsson & Politis, 2011; Hessels et al.,

2008）。社会起業家の台頭もSEWの重要性を

裏付けている（Hemingway & Maclagan, 2004;

Short et al., 2009; Townsend & Hart, 2008）。

個人的願望、家族・社会的価値観、スチュワー

ドシップ行動、社会改革やSDGsへの熱意など、

さまざまな要素が起業家やFBの非経済的動機

を構成する。これらを考慮すると、SEWをエ

フェクチュエーション理論の使用を促進または

阻害する要因に分ける必要がある（Sarasvathy

et al., 2016, p.38）。

Zellweger and Dehlen（2012）はSEWをフ

ァミリー中心要因とその他要因に分類し、前者

はファミリーレベル、後者は企業レベルで作用

すると指摘する。ファミリーの地域社会での地

位、起業家としての伝統、友人の支援、家族間

の調和などが目標となる（Chrisman et al.,

2012）。ファミリー中心の非財務的目標は家族

のアイデンティティ形成に寄与する（Berrone

et al., 2010）。企業レベルの非財務的目標には、

責任ある従業員行動、取引先や顧客との信頼

関係、環境対策、社会的パフォーマンス、地域

社会支援などが含まれる（Gomez-Mejia et al.,

2007; Zellweger & Nason, 2008）。これら企業

レベルの目標はファミリー以外の利害関係者を

対象とするものであり、網羅的ではないことに

留意する必要がある。

Sarasvathy et al.（2016，図1-2）は、エフェ

クチュエーション理論の使用を促進する「その

他要因」と阻害する「ファミリー中心要因」に

SEW変数を分割し、全体としてエフェクチュ

エーション効果を持つ4つの変数を明らかにし

ている。
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ਤද�（SBSBTWBUIZ�FU�BM�
�20��のਤ��2（Q���）Λݩʹஶऀ͕༁ग़͍ͯ͠Δ）

その他SEW要因は企業レベルで、起業家が

「クレイジーキルト原則」を活用してステーク

ホルダー間の強固なネットワークを築くために

必要である。また、エフェクチュエーション効

果がある4つの変数（ESEW）が提示されてい

る。これらはファミリー SEWと非ファミリー

SEWにかかわらず、起業家がクレイジーキル

ト原則を用いる際の促進要素である。図表�の

「エフェクチュアルSEW（ESEW）」として示

されたFBの意思決定要素は、（1）知的利他主

義、（2）全ステークホルダーへの責任ある行動、

（3）全ステークホルダーとの信頼関係、（4）全

ステークホルダーに対するスチュワードシップ

である。

Sarasvathy（2008，2016，2022）によれば、

エフェクチュエーション効果には知的利他主義

が重要である。知的利他主義とは、人間は完全

な利己主義や利他主義ではなく、状況に応じて

判断を行うという考え方である（Thompson,

1998）。生物学的・社会的進化から、多くの人

間は利他的行動によって他者の利他的行動を

促進する可能性がある。知的利他主義とは自己

犠牲や英雄的行為ではなく、助言の提供や受容、

手頃な範囲での小さな支援、必要なときの傾聴

や共感などの行動である。不確実な状況での

新規事業においては、このような利他的判断が

ステークホルダーのコミットメントを引き出す

ために重要となる。

同様に、責任ある行動と信頼がなければ、ス

テークホルダーは成功が証明されていない新規

ベンチャーに価値あるものを託すことを躊躇す

る。責任ある行動と信頼関係は、長期的で収益

性の高い関係維持に不可欠である。スチュワー

ドシップはこれらのESEW要素と関連し、スチ

ϑΝϛϦʔ中৺SE8
・コミュニティにおけるファミリーの地位
　（Dyer & Whetten, 2006; Wiklund, 2006）
・会社に対する誇り（Zellweger & Dehlen, 2012）
・起業家的伝統（Zellweger & Dahlen, 2012）
・友人間のソーシャルサポート
　（Zellweger & Dehlen, 2012）
・家族間の調和（Chrisman et al., 2012）
・家族のアイデンティティの主張（Berrone et al., 2010）
・家族に対して利他的である（Schulze et al., 2003）
・組織的同一性（Kepner, 1983; Zellweger et al., 2010）
・一族の王朝を維持・創造する（Jaffe & Lane, 2004）

ͦのଞSE8
・従業員の責任ある行動
　（Zellweger & Dehlen, 2012）
・サプライヤーや顧客との信頼関係
　（Zellweger & Dehlen, 2012）
・環境保護活動（Zellweger & Dahlen, 2012）
・企業の社会的パフォーマンス
　 （Zellweger & Dehlen, 2012; Zellweger & Nason,

2008）
・地域社会への支援
　（Gomez-Mejia et al., 2007; Zellweger & Nason, 2008）
・スチュワードシップ（Chrisman et al., 2007）

ΤϑΣΫνϡΞϧSE8（ESE8）
・知的利他主義
・全てのステークホルダーへの責任ある行動
・全てのステークホルダーとの信頼関係
・全てのステークホルダーに対するスチュワードシップ
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ュワードシップがなければ、エージェンシー問題

によって企業価値が損なわれる可能性がある。

��2ɹ'#研究΁のΤϑΣΫνϡΤʔγϣϯཧ

論のద༻

エフェクチュエーション理論を用いたFB研

究はまだ多くないが、最近の研究例を2つ紹介

する。Welsh et al.（2023）の「持続可能な長

寿を実現するためのエフェクチュエーションと

戦略的進化：19代続くFBの事例」では、19世

代続くラテンアメリカのFBを対象に、企業が

長期的に持続可能な経営を行うメカニズムを分

析した。具体的にはエフェクチュエーション理

論を用い、家族固有の資源（アイデンティティ、

知識、社会関係資本）やSEWの維持が、企業

の戦略的進化を促進し、長寿化を可能にしてい

ることを解明した。FBが世代を超えて存続す

るには、エフェクチュエーションによる柔軟で

非予測的な意思決定プロセスが重要であり、伝

統を維持しつつ革新を進めることで持続的成長

につながると示した。

また、戦略的進化の重要な要素として、企業

アイデンティティと価値観の一貫性保持、外部

環境変化への柔軟な適応、新規事業や資産取

得による経営資源の更新を指摘し、これらが長

寿企業を支えるメカニズムであると述べてい

る。長寿FBが家族固有の歴史や価値観、社会

資本を積極的に活用しつつ、エフェクチュエー

ション的な意思決定を推進することが有効であ

り、伝統と革新をバランスよく保つ柔軟な経営

スタイルが重要である。ただし、本研究は単一

企業を対象としたものであり、一般化には今後

さらなる事例研究が必要である。

もう1つの研究、Bloemen-Bekx et al.（2021）

「事業承継計画過程における直感的な計画の役

割の探求：エフェクチュエーションによる説明

力」は、オランダのFBにおける事業承継で「直

感的な計画（intuitive planning）」が果たす役

割を明らかにすることを目的としている。通常、

事業承継は慎重に計画すべきと考えられるが、

多くのFBは現実には直感的でインフォーマル

な計画を好む。本研究ではエフェクチュエーシ

ョン理論を理論的枠組みとして用い、この直感

的な計画の意義や適用方法を調査した。

事業承継は多段階で複雑であり、多様な利

害関係者が関与するプロセスである。このプロ

セスには、具体的目標とステップを明確に定め

る「正式な計画」と、不確実な状況下で柔軟に

対応し、関係性や信頼を重視する「直感的な

計画」の2種類が存在する。エフェクチュエー

ション理論では、未来が予測できない状況で起

業家は手持ちの資源を活用し、目的を柔軟に修

正しながら意思決定を行う。この理論は5つの

原則（手中の鳥、許容可能な損失、クレイジー

キルト、レモネード、飛行機のパイロット）を

基盤としている。

FBに詳しい専門的外部アドバイザー7名を

対象にしたフォーカスグループでの討論やアン

ケート調査を通じて、理想的な事業承継プロセ

スは正式な計画と直感的な計画を融合したもの

であることが示された。理論的には、従来の研

究が十分に取り上げていない直感的計画の重

要性を明らかにし、エフェクチュエーション理

論をFBの事業承継計画過程に適用する新たな

視点を提供した。実務的には、FB経営者やア

ドバイザーは状況に応じて正式な計画と直感的
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な計画を柔軟に取り入れるべきであり、これら

二つの計画は相互に補完し合うものであること

が明らかとなった。状況や課題に応じてこれら

を使い分けることが推奨される。ただ、本研究

はオランダで行われたものであり、他地域での

適用可能性や直感的計画の効果の定量的測定、

異なるタイプのFBでの比較研究が今後の課題

として指摘されている。

̑ɽྫࣄ෼ੳ

2021年度に筆者を含む共同研究者は、日本

各地の同族経営旅館（ホテルに転換した旅館

を含む）7軒への訪問調査を行った。対象はホ

テルかずさや（東京都中央区、創業1891年）、

大沢温泉（岩手県花巻市、創業1704年）、御花

（福岡県柳川市、創業1950年）、知内温泉ユー

トピア和楽園（北海道知内町、創業1894年）、

HOTEL松本屋1725（東京都府中市、創業

1725年）、戸田家（三重県鳥羽市、創業1830年）、

道後温泉ふなや（愛媛県松山市、創業1627年）

である。非構造化インタビューおよび事業関連

の書類や写真の収集によるデータを活用し、イ

ンタビュー内容を補足した。

本節では、調査対象の旅館における同族経営

の活動について、まずエフェクチュエーション

の5原則がどのように発現しているかを整理し

た。その上で、老舗旅館におけるファミリーア

ントレプレナーシップの具体的行動を検討し、

特定を試みた。訪問調査を通じ、自らの強み・

弱みを理解し、予算や人員の制約がある中で、

熱意をもって旅館の存続を守ろうとする経営者

の企業家的行動が印象的だった。エフェクチュ

エーション理論に関連づければ、旅館の経営者

たちは、「自分が誰か（who they are）」「何を

知っているか（what they know）」「誰を知って

いるか（whom they know）」を把握し、迅速

に行動を起こし、他者と積極的に交流していた。

また、自分にできることに集中して実行し、何

をすべきかで立ち止まることはなかった。

調 査 対 象 の 旅 館 経 営 者 の 施 策 は、

Sarasvathy（2008，2022）の提唱する優れた

起業家が従う5原則を実践しているように感じ

られた。本節では児島（2023a，2023b）を基に、

特に印象的だった意思決定や施策を取り上げ、

エフェクチュエーションの5原則に当てはめて

論じる。まず各旅館の取り組みについて抜粋し

て説明し、その後、各旅館のエフェクチュエー

ションを適用した具体的行動事例を考察する。

「手中の鳥」の原則（Birds in hand）は手持

ちの資源を認識し利用することであるが、福岡

県柳川市「御花」では柳川藩主400年の由緒あ

る歴史と伝統と建物・庭園を最大限に活用する

ためのブランディングの統一、マーケティング

戦略が印象的であった。道後温泉「ふなや」で

は日本三大名湯であること、国の重要文化財に

も指定されている道後温泉本館を活かし、地域

として活性化計画に熱心に取り組む姿が印象的

であった。知内温泉「ユートピア和楽園」では、

先祖から受け継いだ旅館を地域住民の憩いの

場であったという18代湯守の佐藤昌人氏が打

ち出す地元とのコラボレーションで地域を盛り

上げつつ旅館の経営を近代的なスタイルに変革

しようとする試みが印象的であった。

「許容可能な損失」の原則（Affordable loss）

は、どこまで損失を許容できるかに事前にコミ
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ットすることであるが、装置産業である宿泊業

においてはどうしても設備投資に費用がかか

り、この原則については調査対象とした旅館に

おいて確固たる事例を見いだすことはできなか

った。比較的大型旅館である三重県鳥羽市「戸

田家」や「ふなや」については、金融機関との

綿密な連携により、大型投資の際のコスト・ベ

ネフィットについて同族間や金融機関と連携し

て検討する姿勢が印象的であった。

「クレイジーキルト」の原則（Crazy-Quilt）は、

地域との関係性やつながりを考えて行動するこ

とであるが、こちらについては調査対象旅館の

ほとんどが、地域創生の取り組みに深く関わっ

ている印象を受けた。SNSの活用により、様々

な施策を可視化し、旅館の魅力を高めていく試

みが印象的であった。「御花」は地元の名家と

して所在地である柳川市の知名度向上に努め、

NHK大河ドラマの誘致を図るなどの取り組み

を行い、「戸田家」の近隣の鳥羽水族館、ミキ

モト真珠との連携、「かずさや」の日本橋をブ

ランド化するという力強い信念、「ふなや」の

行政と深く連携しながら個別の旅館が突出する

のではなく、町全体で道後温泉地域を活性化し

ていこうとする試み、「ユートピア和楽園」の

近隣の観光業者、地元民に楽しんでもらうため

の栗林づくり、岩手県花巻市「大沢温泉」のス

キー場を利用した「スカイランタン」を用いた

集客イベントなどが印象的であった。

「レモネード」の原則（Lemonade）は、不確

実な状況を避け、克服し、適応するのではなく、

むしろ予期せぬ事態を梃子として活用すること

で、不確実な状況を認め、適切に対応していく

ことを示している。これについてはコロナ禍に

おける甚大な影響を調査対象旅館が受けてい

たが、その逆境のなかでも情報収集に努め、公

的機関や金融機関の様々な助成の制度などを

利用して生き残りを図っていることが印象的で

あった。

「飛行機の中のパイロット」の原則（Pilot-in-

the-plane）は、不確実な世界において、臨機応

変に組織や人間に働きかけることで現在をコン

トロールし未来への舵取りを行うことで、事業機

会創造の主たる原動力とすることを示している。

調査対象とした全ての旅館はそれぞれ個性的な

パイロット（経営者）が搭乗し、巧みに飛行機（旅

館）を操っている様が印象的であった。同族経

営の形態を維持し続けることに大きな意義を見

いだす旅館があった一方、同族経営から企業経

営への脱却を検討していると明言する旅館もあ

るなど、未来への舵取りの形は様々であった。

同族旅館への訪問調査時はコロナ渦中の

2021年度であり、コロナ禍の影響を大きく受け

ていたが、2022年には政府の観光支援政策も

ようやく再開された。ただ、漫然と不幸として

災難を受け止めるのではなく、調査対象とした

同族経営旅館は、目的を立てて何をすべきかと

考えるコーゼーションの考えによらず、不確定・

不確実な未来を自らが有する「手段」を用いて

結果を出し続けるエフェクチュエーションの手

段によって経営の舵取りを続けているように思

えた。次により詳細に、各旅館のエフェクチュ

エーションの適用事例について旅館の説明も含

めながら旅館ごとに紹介していく。

ホテルかずさやは、日本橋に位置する都市型

ホテルであるが、前身は旅館であり、四代目の
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現社長が、2018年から2年間に渡り営業を中断

し、2015年に取得した隣接商業ビルと一体の

建て替えによるフルリニューアルを行った。か

ずさやの歴史の概要は、明治24年（1891年）

初代である工藤由郎が日本橋本石町（現、本町）

で上総家旅館を買収し創業したことに始まる。

その後、二度の全焼を経験しながらも再建し、

東京オリンピック・パラリンピックの際には積

極的な投資を行った。近年では日本橋地域の復

興活動にも力を入れている。日本橋をブランド

化するという力強い信念と地域を巻き込む行動

は、「クレイジーキルト」の原則と一致する。

訪問調査により、同社をめぐる環境変化と経営

転換を焦点とした。ファミリー企業の特徴とし

て指摘されているような、不確実性を所与とし、

むしろ積極的に不確実な環境に飛び込むともい

えるような、変化を恐れない経営姿勢（淺羽・

山野井 2022）を観察することができた。こう

したかずさやの経営方針はエフェクチュエーシ

ョン理論における「レモネード」の原則と一致

する。また、2018年のフルリニューアル時にお

いては、Sarasvathy（2008，2022）で指摘さ

れているような、（目的主導型というよりは）既

存の手段を活用し、新たな経営環境に対応しよ

うとする「手中の鳥」の原則と一致する経営姿

勢が観察された。東京・日本橋という、効率性

が重視されがちなビジネスの中心街において、

あえて大型のレストランや大浴場などを設置

し、また、旅館時代からの味付けを活かした朝

食に力を入れるなど、自社の伝統の中で培われ

た、和の心を大切にしたおもてなしを重視する

という自社の理念を貫く様に、「飛行機の中の

パイロット」の原則との一致をみた。

大沢温泉は岩手県花巻市の西部に位置する

「花巻温泉郷」の中の一つの家族経営形態の老

舗温泉旅館である。1704年ごろ（宝永3年）、

湯地場として庶民に親しまれるようになるまで

は、主に高貴な身分の人が愛用する場所であっ

たという。大沢温泉は300年以上の歴史を持つ

湯治場（湯治屋）とその自炊部（長期滞在者用

に部屋のみ提供し、食事提供サービスがない宿）

の古い建物を逆に強みとし昔からの温泉風情を

味わえるようにしている。経営者の高田氏も自

炊部について、「古さを逆に強みにするように

工夫し、昔からの温泉風情をお客様に楽しみ続

けて頂きたい」と述べている。こうした大沢温

泉の戦略は「手中の鳥」の原則と一致するとい

える。また、コロナ禍においての積極的な助成

金・補助制度の利用によりコロナ対応を行った

ことについては、「レモネード」の原則と一致

するといえる。具体的には、一斉改修プロジェ

クトを、コロナ禍で疲弊する観光地の再生を後

押しする観光庁の助成事業を活用して行った。

この助成事業は、各宿泊施設が実施する大規

模改修に1施設あたり最大1億円を国が事業者

に補助するというものである。岩手県で唯一採

択されたこの助成により、昔ギャラリーとして

利用していた館内を改修し、部屋の壁を取り払

ってフローリングのホールを作った。茅葺の天

井裏も室内から見上げられるように改修し、多

目的に利用できるようにするという計画であ

る。インバウンドブームに乗って海外からの個

人の宿泊客の獲得を新たに狙うよりも、国内の

コロナ感染状況の様子をみながら、地元客によ

る宴会やイベント利用、団体で宿泊しやすい施

設を充実させたりすることが、地元客密着型の
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大沢温泉としては理にかなったポスト・コロナ

戦略であると考えているようであり、そのよう

な行動は「飛行機の中のパイロット」の原則と

一致している。

御花は福岡県柳川市に位置し、柳川藩主立

花家の別邸であったものを料亭旅館として営業

している。歴史のある建物・庭を生かし、観光

地における価値創造を実践し、地域創生に大き

く関わっている様は、「クレイジーキルト」の原

則と一致している。御花では、立花家18代目

の歴史、柳川藩主400年の由緒ある歴史と伝統

と建物・庭園を最大限に活用するためにそのブ

ランディングの統一、マーケティング戦略を実

践している。立花家が所有するコレクションの

展示や、歴史を体験できる宿泊プランなどを提

供している。こうした御花の歴史と伝統の活用

は「手中の鳥」の原則と一致する。また、独自

の人事戦略として、外部のマーケティング・営

業に特化した人材を採用し、代表の考えを社内

に浸透する媒介の役割を果たしてもらうと共

に、SNSなども積極的に用いて広報にも力をい

れていることは、「飛行機の中のパイロット」

の原則と一致するといえる。

和楽園について、佐藤昌介（第16代目湯守）

がまとめた冊子によれば、知内温泉の開創は

1247年であり、その孫である昌人氏が現在

18代目の湯守である。本調査では、同族経営

スタイルを脱却する様々な経営上の試みに焦点

を当てた。その中で、地域の他の観光業者との

コラボレーション、流行を取り入れた新しい取

り組み、日本中の温泉マニアが集まる特徴的な

泉質を生かした経営が特徴的であった。こうし

た知内温泉の戦略は「クレイジーキルト」の原

則と一致する。また、地元の他のビジネスとの

協働、商工会、観光協会、北海道庁での人材

育成の集まりなどに積極的に参加、周辺に観光

地が少ないので、離れたところにある点と点を

結んで線にするように観光開発に取り組んでい

る。SNSの積極的利用、インフルエンサーとの

交流を盛んに行っており、同族経営スタイルか

らの脱却を図っている。昌人氏は、「自分の代

でシステムを構築して、きちんとした形で次の

代に渡したい」と話し、将来のことも考え、同

族経営スタイルを刷新することが課題であると

考えている。これらの考え・行動は「飛行機の

中のパイロット」の原則と一致するといえる。

松本屋は平旅籠としての歴史を有しており、

ホテル名の通り、1725（享保10）年にまで歴史

を遡ることができる。本調査で明らかになった

のは、所在地である府中への深い愛情であり、

現経営者の友人であるコピーライターとコラボ

レーションで「府中人考案テイスト」と称した

様々な商品を共同開発している。このような試

みは「クレイジーキルト」の原則と一致すると

いえる。また、コロナ禍においては、いち早く

サテライトオフィス事業に対応し、オンライン

ミーティングなどを希望する（自宅で働くこと

が困難な）利用客の平日昼間における需要を取

り込む試みなどは、「レモネードの原則」と一致

するといえる。また、朝食サービス、サテライ

トオフィスといった付帯サービスについて柔軟

に対応し、府中市内外の地域、ホテル業界内外

の多方面で活躍することができる者を受容する

ことで、伝統のある松本屋に新しい発想が生じ

ていることが明らかとなった。これは「飛行機

の中のパイロット」の原則と一致するといえる。
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戸田家は元々有限会社であったが、改組して

株式会社になった際にメインバンクである第三

銀行を株主にしたことで第三銀行との関係が強

固となり、これがより良い経営方針（戦略）の

策定やコーポレート・ガバナンスの強化につな

がっている。一族では順三郎氏と7代目の息子

（善光）夫妻が株を持っているが、順三郎氏は

自分と善光の持株数を同数とし、どちらの経営

方針が良いのかなどの最終的な判断を銀行に

委ねた。このように、独断で経営方針を決定す

る権利を持たず、銀行という第三者の視点も組

み込むことで、戸田家の存続を最優先した意思

決定できる仕組みを作った。こうしたコーポレ

ート・ガバナンスの運営方法は「クレイジーキ

ルト」の原則と一致するといえる。また、皇族

や政府高官も利用してきた歴史ある高級料亭・

旅館であり、そのブランドを維持するための

様々な試みを行っており、これは「手中の鳥」

の原則と一致するといえる。

ふなやは、伝統ある大型旅館であり、多くの

文化人を引きつけてきた魅力のある温泉地に所

在し、道後温泉本館を中心に、都市型温泉郷を

つくるために、地方公共団体や地元団体とタッ

グを組み、街全体を盛り上げるための活動に取

り組んでいる。そのような活動に熱心である様

は、「クレイジーキルト」の原則と一致するとい

える。道後温泉地区は松山市が主導で観光促進

事業をおこなっており、そこに地域の企業が関

わる形で発展してきた。さらに、ふなやは、旅

館の歴史的価値を十分理解し、旅館改修の際に

も、歴史ある施設をうまく残しながら、新旧の

融合を考えた旅館づくりに挑戦している姿勢が

みられた。また、従業員にもそうした伝統を引

き継ぐ文化の教育や、旅館としてその土台作り

を整備していた。このように、外部環境の変化

に対応しながらも、これまでの伝統を引き継ぐ

手法は「手中の鳥」の原則と一致するといえる。

「許容可能な損失」の原則については、特徴

的な事例を見つけることができなかったが、た

とえば、大沢温泉についてはコロナ禍における

感染対策などで多額の新規投資を行い、戸田

家も未来を見据えた大工事（設備投資）を行う

など、損失の許容範囲について事前にコミット

していると受け取り、「許容可能な損失」原則

へと近似する事例であったと言えるかもしれな

い。どの企業もアントレプレナーシップを発現

しながら経営を行っていることが分かる。特に、

先代世代から受け継いだ歴史の優位性や長期

的な経営志向を持つことでファミリーアントレ

プレナーシップを発揮しているともいえる。そ

こでは、山田（2020 p.27）が指摘する利益より

も存続、業績よりも再起力という力が働いてい

ることが観察される。

̒ɽ͓ΘΓʹ

本稿は、日本の中小企業の多くがファミリー

ビジネス（FB）形態であることから、FB研究、

特にFBによる起業家行動の分野の研究、具体

的にはファミリーアントレプレナーシップおよ

びエフェクチュエーション理論の観点から、中

小企業が持続的成長を実現するための経営行

動と意思決定過程を検討した。

近年、日本のFB研究は経営学、経済学、会

計学など複数の分野において盛んに行われて

いる。その研究の中で、FB特有の長期的視点

の意思決定や社会情緒的資産（SEW）の重視、
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伝統と革新を融合する能力が企業の持続的競

争力を支える重要な要素として注目されてい

る。一方、中小企業においては、経営資源が限

定的であることや市場環境の急激な変化によ

り、不確実性が高まる状況が続いている。特に、

昨今の新型コロナウイルス感染症の世界的流行

や観光業界におけるインバウンド需要の急激な

変動などに伴い、旅館業を営むFBでは予測が

困難な環境下での柔軟かつ迅速な対応が求め

られている。

本研究が注目したエフェクチュエーション理

論は、不確実性が高い環境下で起業家的な意

思決定を行うための実践的な方法論として近年

世界的に評価されている。その理論の中心とな

るのは、「手中の鳥」（現在保有する資源を最大

限に活用する）、「許容可能な損失」（損失を予

め許容範囲内で設定する）、「レモネード」（偶

然の出来事を前向きに活用する）、「クレイジー

キルト」（柔軟に外部パートナーと協働関係を

構築する）、「飛行機のパイロット」（環境を主

体的にコントロールし、自らが変化を引き起こ

す）の5原則である。

筆者は、旅館業を営むFBを対象としてイン

タビュー調査や現地訪問調査を行い、エフェク

チュエーション理論が実際の経営現場でどのよ

うに適用されうるかを分析した。調査から明ら

かになったのは、多くの旅館業が既存の施設や

地域の固有資源を有効に活用し、急変する市場

環境にも柔軟に対応しながら、新しい市場機会

やサービス開発を積極的に実施している点であ

る。また、リスクを最小化するために「許容可

能な損失」を明確に定め、新規プロジェクトの

範囲を限定して着実に実行に移しているケース

も確認された。さらに、地域の他企業や行政機

関などとの緊密な連携を通じ、新たな価値創造

や市場開拓を進める事例も多く見られた。これ

らはまさにエフェクチュエーション理論の各原

則を実践的に応用している好例と言える。事例

分析から導き出された重要な示唆は、FBとし

ての旅館業がSEWを保全しながら、エフェク

チュエーションの原則を柔軟かつ戦略的に活用

することで、不確実な環境下でも安定的かつ持

続的な成長を実現できることである。特に、伝

統を守りつつ革新的なアイデアや戦略を積極的

に取り入れる柔軟性が、企業の存続と成長を可

能にしていることが明確になった。

しかし、本研究を通じて、エフェクチュエー

ション理論を実践する上でいくつかの課題も浮

き彫りになった。第一に、多くの企業では従来

型の予測的・分析的な意思決定方法が組織文

化として根強く浸透しており、エフェクチュエ

ーションのような新しい思考様式への転換には

一定の困難が伴うことである。この課題を克服

するためには、経営者を含む組織全体がエフェ

クチュアルな思考を理解し、積極的に受容する

意識改革が必要である。

第二の課題として、明確な損失の許容範囲

を設定し、組織全体で共有することの重要性

が挙げられる。新規プロジェクトや投資を検討

する際に、事前に損失の許容範囲を具体的に

定めることで、経営判断の迅速化や意思決定

の質向上が期待できる。これは単に経営者の

みならず、現場の従業員レベルに至るまで理解

が求められる。

第三の課題として、エフェクチュエーション

理論の重要な柱である「クレイジーキルト」の
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実践、すなわち外部パートナーとの柔軟な協働

関係の構築には、組織内外でのコミュニケーシ

ョン能力が不可欠であることが指摘できる。特

に中小企業では経営資源に限りがあるため、外

部リソースの積極的な活用が成否を分ける可能

性が高い。そのため、日頃から組織内外のコミ

ュニケーションを緊密化し、迅速かつ柔軟なネ

ットワークを構築することが求められる。

以上を踏まえて、本稿は日本のFB形態の中

小企業がエフェクチュエーション理論を効果的

に実践することで、不確実な市場環境下でも持

続的な成長を遂げることができると主張するも

のである。今後の研究においては、理論的枠組

みをさらに深く実践的に展開し、具体的な経営

課題解決への応用を進める必要がある。また、

他業種の中小企業への応用可能性も視野に入

れ、より包括的な研究へと発展させていくこと

が重要な課題として残されている。
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